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検察庁法の改正の一部に反対する会長声明 

 

 ２０２０年（令和２年）３月１３日、内閣は、国家公務員法等の一部を改正する

法律案を国会に提出した。同法案第４条は検察庁法の一部を次のとおり改正するも

のである。 

①検察官の定年を現行の６３歳から６５歳へ段階的に引き上げる。 

②内閣又は法務大臣が「職務の遂行上の特別の事情を勘案して」、「公務の運営

に著しい支障が生ずると認められる事由として」内閣等が定める事由がある

と認める場合には６５歳の定年後も最長３年間、勤務を延長させることがで

きる（以下、「定年後勤務延長制」という。）。 

③６３歳以降は、原則として高検検事長、地検検事正等の一定の高位の官職にと

どまれなくなる（以下、「役職定年制」という。）。 

④役職定年制の特例措置として、前記②と同様の要件がある場合には、６３歳以

降もこれらの官職を継続できる。 

そもそも検察官は刑事手続において起訴権限を独占し（刑事訴訟法２４７条）、

捜査においても警察官等に対し指示・指揮をなし得る（同法１９３条）等、強大な

権限を有することにより、行政官でありつつ実質的に刑事司法の一翼を担ってい

る。検察官がこうした権限を独立して公平公正に行使することが極めて重要である

ことは、１９４７年（昭和２２年）の検察庁法制定時、１９４９年（昭和２４年）

の国公法制定時、１９８１年（昭和５６年）の国公法改正時等の政府答弁や条文改

正等を通じて、確認されてきたところでもある。 

殊に、検察官が政治的独立性を保つことができなければ、特定の政治勢力の意向

に影響された権限行使がなされる結果、適正な捜査がなされなかったり、起訴不起

訴の判断が左右されたりすることにより、行政権による司法権の侵害と、憲法の基

本原理たる三権分立の侵害を来す危険もある。 

上記定年後勤務延長制及び役職定年制の特例措置の規定は、当該規定自体が抽象

的であること、及びその要件の定立及び充足性の判断を、内閣からの一定の独立性

を有する人事院ですらなく内閣等に委ねていることから、内閣等の裁量的判断を基

礎とするため、恣意的に運用されるおそれがある。それ自体が検察官に求められる

強い政治的独立性に反し許されない。 

仮に、定年後勤務延長制が導入されることになれば、検事総長から副検事に至る

までの全検察官について、６５歳の定年後も勤務を継続するために、時の政治権力
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者やそれに連なる者の意向を慮る恐れが生じ得る。その場合に具体的対象となる事

犯は、例えば、政治家の収賄事犯から、交通事犯まで様々なものがあり得る。 

また、役職定年制の特例措置規定についても、検事長、検事正等の役職者が６３

歳以降にその役職を継続するためにはやはり同様の懸念があるが、殊にこういった

検察組織の上位にある者が時の政治権力者等の意向を慮るときには、直接の権限行

使にとどまらず、配下の検察官への指揮監督にあたっても政治的影響が及ぶことに

なるから、政治的独立性を損ねた不公正な捜査や訴追がより組織的になされる恐れ

があると言わざるを得ない。 

よって、当会は、国公法等改正案中の検察庁法の改正案のうち、定年後勤務延長

制及び役職定年制の特例措置の導入に、断固として反対する。 

 

   ２０２０年（令和２年）４月２４日 

 

福岡県弁護士会 会長 多 川 一 成 


